
北海道告示第10606号

北海道が令和２年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げ

る職にある者に委任する。

令和２年４月28日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その３）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 北海道原子力災害医療 原子力災害対策 原子力災害拠点病院及び原子力災 １０分の１０ 保福第１の６号様式 保福第１の６号様式 提出部数 １部

施設等整備事業（令和元 指針に定める原子 害医療協力機関としての活動に必要 以内 保福第１の14号様式 保福第１の29号様式 提出期限 別に指示す

年度（2019年度）補正予 力災害拠点病院及 な資機材整備に要する経費 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

算繰越事業） び原子力災害医療 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

原子力災害拠点病院及 協力機関 保福第１の32号様式 地域医療推

び原子力災害医療協力機 別に指示する様式 進局地域医

関としての活動に必要な 療課

物品の整備に要する経費

を補助することにより、

原子力防災対策の一層の

充実・強化を図ることを

目的とし、予算の範囲内

において交付する。

２ 北海道不育症治療費助 ２回以上の流 １回の不育症に係る検査及び治療 定額 保福第455号様式 提出部数 １部 総合振興局長 実績報告

成事業 産、死産、あるい に要した経費 (10万円を限度 別に指示する様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長 は要しない。

不育症に係る検査及び は早期新生児死亡 額として補助す る日

治療を受けた道民の経済 の既往がある者 る。) 提 出 先 総合振興局

的負担の軽減を図ること で、北海道不育症 又は振興局

を目的として、予算の範 治療費助成事業実 の保健環境

囲内で交付する。 施要綱に定める要 部保健行政

件を満たす者（札 室又は地域

幌市、旭川市及び 保健室



函館市に住所を有

する者を除く。）

３ 北海道特定不妊治療費 体外受精又は顕 １ 体外受精又は顕微授精の実施に 定額 保福第220号様式 提出部数 １部 総合振興局長 実績報告

助成事業助成金 微授精以外の治療 要した経費（１回の治療につき15 別に指示する様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長 は要しない。

体外受精又は顕微授精 法では妊娠の見込 万円（凍結胚移植（採卵を伴わな る日

以外の治療法では妊娠の みがないか又は極 いもの）及び採卵したが卵が得ら 提 出 先 総合振興局

見込みがないか又は極め めて少ないと医師 れない等のため中止したものにつ 又は振興局

て少ないと医師に診断さ に診断され、実際 いては７万５千円)まで助成する。 の保健環境

れ、実際に治療を受けた に治療を受けた治 通算助成回数は、初めて助成を 部保健行政

治療期間の初日における 療期間の初日にお 受けた際の治療期間の初日におけ 室又は地域

妻の年齢が43歳未満であ ける妻の年齢が43 る妻の年齢が40歳未満であるとき 保健室

る夫婦の、経済的負担の 歳未満である夫婦 は６回（40歳以上であるときは通

軽減を図るため、予算の （札幌市、旭川市 算３回）までとする。（ただし、

範囲内で交付する。 及び函館市に住所 平成25年度以前から本事業による

を有する者を除 特定不妊の助成を受けている夫婦

く。） で、平成27年度までに通算５年間

助成を受けている場合には、助成

しない。）

２ １のうち初回の治療に限り30万

円（凍結胚移植（採卵を伴わない

もの）及び採卵したが卵が得られ

ない等のため中止したものを除

く。）

３ 特定不妊治療のうち精子を精巣

又は精巣上体から採取するための

手術を行った場合は、１及び２の

ほか、1回の治療につき15万円ま

で助成する。（凍結胚移植（採卵

を伴わないもの）を除く。）

４ ３のうち初回の治療に限り30万

円まで助成する。

特定不妊治 ５ １の通算助成回数の規定にかか

療費助成事業 わらず、第２子以降の治療の対象

による助成（他 となる子ども毎に初めて特定不妊

の都府県・政 治療の助成を受ける際の治療期間



令市・中核市 の初日における妻の年齢が、40歳

による同等の 未満であるときは通算６回（40歳

給付を含む。） 以上であるときは通算３回）まで

を受けて子ど 助成する。

もをもうけ、 ６ ５における助成金交付額は、特

第２子以降の 定不妊治療に要した費用に対し

特定不妊治療 て、１回の治療につき15万円（凍

を行う夫婦 結胚移植（採卵を伴わないもの）

及び採卵したが卵が得られない等

のため中止したものについては、

７万５千円）までとする。

男性不妊治療を行った場合は、

上記のほか１回の治療につき15万

円まで助成する。（ただし、（凍

結胚移植（採卵を伴わないもの）

を除く。）

４ 地域少子化対策重点推 市町村 当該事業に必要な諸謝金、報酬、 ３分の２（令 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出部数 １部 書類は、

進事業 （一部事務組合及 給料、職員手当等、報償費、旅費、 和２年度地域少 保福第１の20号様式 保福第426号様式 提出期限 別に指示す 総合振興局

市町村が結婚・妊娠・ び広域連合等を含 需用費、役務費、委託料、使用料及 子化対策重点推 保福第422号様式 保福第427号様式 る日 又は振興局

出産・育児の「切れ目な む。） び賃借料、備品購入費、負担金、補 進事業実施要領 保福第423号様式 保福第428号様式 提出先 保健福祉部子 の保健環境

い支援」のために行う取 助金 別記事業メニュ 保福第424号様式 保福第460号様式 ども未来推進 部社会福祉

組のうち、「安心と成長 ー１又は２に該 保福第459号様式 別に指示する様式 局子ども子育 課長を経由

の未来を拓く総合経済対 当するもの。） 別に指示する様式 て支援課 すること（札

策」（令和元年12月５日 幌市、函館

閣議決定）も踏まえ、地 ２分の１（令 市及び旭川

域の実情・課題に応じた 和２年度地域少 市の場合を

少子化対策を推進し、子 子化対策重点推 除く。）。

育てしやすい生活環境を 進事業実施要領

整備するために、地方自 別記事業メニュ

治体が実施する取組を重 ー３に該当する

点的に支援することと もの。）

し、もって、地域におけ

る少子化対策の推進に資

することを目的として、



予算の範囲内で交付す

る。

５ 地域少子化対策重点推 市町村（一部事 １ 優良事例の横展開支援事業 ２分の１ 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出部数 １部 書類は、

進事業（結婚支援事業） 務組合及び広域連 当該事業に必要な諸謝金、報酬、 保福第１の20号様式 保福第446号様式 提出期限 別に指示す 総合振興局

市町村が、結婚・妊娠 合等を含む。） 給料、職員手当等、報償費、旅費、 保福第442号様式 保福第447-1号様式 る日 又は振興局

・出産・育児の「切れ目 需用費、役務費、委託料、使用料 保福第443-1号様式 保福第447-2号様式 提出先 保健福祉部子 の保健環境

ない支援」のために行う 及び賃借料、備品購入費、負担金、 保福第443-2号様式 保福第448号様式 ども未来推進 部社会福祉

取組のうち、結婚に対す 補助金 保福第444号様式 保福第466号様式 局子ども子育 課長を経由

る取組及び結婚、妊娠・ 保福第465号様式 別に指示する様式 て支援課 すること（札

出産、乳児期を中心とす ２ 結婚新生活支援事業 別に指示する様式 幌市、函館

る子育てに温かい社会づ 新規に婚姻した世帯（夫婦とも 市及び旭川

くり・機運の醸成の取組 に婚姻日における年齢が34歳以下 市の場合を

について、これまでの地 かつ夫婦の合計所得が340万円未 除く。）。

方自治体の取組から発掘 満の世帯に限る。）に対して市町

された優良事例の横展開 村の支給する経費であって下記に

を支援するとともに、婚 係るもの。

姻に伴う経済的負担を軽 （１）婚姻に伴う新規の住宅取得費

減するため、市町村が新 用又は住宅賃借費用に係る支

規に婚姻した世帯を対象 援

に、婚姻に伴う新生活を （２）婚姻に伴う引越費用に係る支

経済的に支援する施策の 援（引越業者又は運送業者へ

実施を推進し、もって、 の支払いに係る実費に限る。）

地域における少子化対策

の推進に資することを目

的として、予算の範囲内

で交付する。


